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こどもまんなか実行計画 2026 

骨子案 

 

Ⅰ はじめに 

 １ こども家庭庁創設以降のこども政策の歩み  

（１）こども基本法に基づくこども大綱の策定 

（２）こどもの権利と意見反映 

（３）「こども未来戦略」加速化プランの策定と着実な実施 

（４）保育等の質の向上と提供体制の確保 

（５）はじめの 100 か月の育ちビジョン、こどもの居場所づくりに

関する指針の策定等、地域ぐるみの育ちの環境整備に関わる基

本的なガイドラインの策定 

（６）横断的な検討・実施体制の構築・重点課題への対応 

（７）地域の財政力の違い等を踏まえた対応 

（８）若者政策の展開に向けた取組 

（９）企業等の民間活力を活かしたこども・若者・子育て環境の向上 

（10）国と地方の関係強化 

（11）施策の評価・検証を通じたこども施策の質の向上 

 

 

２ こども・若者を巡る現状と社会構造の変化 

・１の取組が進む中、保育士等の処遇改善や保育所の待機児童数の大幅な減

少、放課後の居場所の拡大、母子保健やこども家庭相談体制の強化、こども

家庭センターの設置や妊娠期からの伴走型相談支援の実施など、こどもの誕

生前から成長過程に応じた支援や、安全・安心を守る取組は着実に進展し

た。 

・また、ひとり親家庭における養育費・親子交流の取決めの増加などのほか、

こども・若者の意見反映にも一定の成果がみられる。 

・一方で、出生数の減少は続いており、また、こどもの自殺、いじめ、不登

校、虐待などの課題は依然として深刻である。 

・こうした状況下で、少子化と人口減少の進行に伴う地域差の拡大、物価高や

賃上げ、価値観やライフスタイルの多様化によるニーズの細分化、デジタル
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化の進展、外国籍や支援を必要とするこども・保護者の増加など、社会構

造・環境の様々な変化が起きており、これらを踏まえた複合的な課題への対

応も求められている。 

・政府は、これらの状況を踏まえながら、官民連携してこども・子育て政策に

一丸となって取り組み、今を生きるこどもたちが自己肯定感を持つことがで

き、こどもたちにとって幸せな状態（ウェルビーイング1）を実現できるよ

う目指すとともに、若い世代の雇用や所得の安定、働き方改革、企業等と連

携したこども・若者・子育て環境の改善等も含め、個々人の結婚、妊娠・出

産、子育ての希望の実現を後押し、少子化対策も推進する。こどものウェル

ビーイング向上と、少子化対策は車の両輪として相互に関連するものであ

り、これらの施策を総合的に推進していくことが重要である。 

 

Ⅱ こどもまんなか実行計画 2026 において取り組むべき施策 

 １ 基本的な方向性 

   Ⅰ.２に記した現状や課題を踏まえ、「こどもまんなか社会」の実現に向

け、こどもの権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図

ること等「こども大綱」に掲げた６つの基本的な方針を大前提としながら、

以下の方向性に沿って施策を推進していく。 

（１）こどもと保護者を含む子育て当事者等の幸せな状態（ウェル 

ビーイング）の実現 

（２）こどもの安心・安全の確保 

（３）分野横断的な取組による逆境的小児期体験(ＡＣＥｓ)の低減 

と肯定的体験（ＰＣＥｓ）の増加2の推進 

 

1 身体的・精神的・社会的に良い状態にあるという包括的な幸福として、短期的な幸福の

みならず、生きがいや人生の意義など将来にわたる持続的な幸福を含むものをいう。多様

な個人がそれぞれ幸せや生きがいを感じるともに、個人を取り巻く場や地域、社会が幸

せや豊かさを感じられる良い状態にあることも含む包括的な概念。 

2 家庭・学校・地域社会などにおける、安全で安心できる生活環境、あたたかな養育、信

頼できる大人との関係、その子に合った学び、趣味、自分や取り巻く環境への主体的な

関わり、コミュニティへの所属感等のこども期の肯定的体験（ＰＣＥｓ（positive 

childhood experiences ）)は、レジリエンス（困難にしなやかに適応する多面的プロセ
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（４）地域社会への包容（インクルージョン）の推進と切れ目ない

支援 

（５）社会構造・環境の変化を踏まえた若者政策 

（６）企業等と連携した社会・職場環境等の変革 

（７）提供体制と質の確保、持続可能性の確保 

（８）こどもや利用者の視点に立った施策再構築と提供体制の見直し 

（９）自治体との連携の強化 

（10）さらなる省力化・簡素化・ＤＸによる自治体等負担軽減 

  

２ 具体的施策 

  １の基本的な方向性を踏まえつつ、政府を挙げて以下の具体的施策に全力

で取り組んでいく。 

これらの取組を中核とする、「こどもまんなか実行計画 2026」により、特

にこどもの安全やこどもの命を守る取組、こどもや子育て当事者のウェルビ

ーイングの向上、若者政策の充実などをもう一段バージョンアップしてい

く。 

 

（１）健やかで質の高い成育環境の提供 

① 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の

整備 

インターネット上の性被害、生成ＡＩを悪用した性的ディープフェイ

ク、アルゴリズムによるリスクやインターネット利用の低年齢化・長時

間化等の新たなリスクに対応するため、青少年が安全・安心にインター

ネットを利用できる環境整備を推進し、青少年インターネット環境整備

法の在り方をはじめとする中長期的な論点については令和８年中を目途

に具体的な取組の内容を取りまとめる。 

 

 

 

ス）の支えになる。また、将来の健康リスクや社会的困難に繋がる可能性のある逆境的

小児期体験（ＡＣＥｓ（Adverse Childhood Experiences))の影響を緩和する可能性が示さ

れている。 
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② いつでもどこでも、安心してこどもが過ごせる環境づくり 

事故・犯罪・虐待・災害等からこどもを守る安全基盤を整備する。施

設等での虐待防止、学校安全、法教育及び災害時の学び支援等を強化す

る。チャイルド・デス・レビュー(ＣＤＲ）について他の検証制度との連

携強化や事故予防の推進に向け検討を進める。特に、デジタルや生成 AI

が浸透する社会において、人とのつながりの重要性にも留意しつつ、乳

幼児・こども・若者の育ちを支える方策の検討につなげていく。 

 

③ こども性暴力防止法の円滑かつ確実な施行 

こども性暴力防止法の施行（令和８年 12 月 25 日）を円滑かつ着実に

進めるとともに、その広報等を通じて、こどもに対する性暴力を決して

許さないという社会全体の機運を醸成する。こどもの性暴力防止に係る

諸課題についての調査研究等を並行して進める。 

 

④ 誰もが安心して妊娠・出産・子育てできる環境の整備 

小児・周産期医療の提供体制を確保･維持するとともに地方の医療ア

クセスを確保し、併せて経済的負担の軽減や産後ケアの充実を進める。

不安や困難を抱える一人ひとりの状況に応じて、妊娠の可能性のある段

階からの相談支援等をＳＮＳの活用を含め推進するとともに継続的支援

に繋げ、安心して妊娠・出産・子育てできる環境を整備する。安全で質

の高い無痛分娩を選択できる環境を引き続き整備する。プレコンセプシ

ョンケア等の取組を推進する。 

出産直後から成育過程まで、地域差なく必要な健診・支援が受けられ

る体制を、保護者のウェルビーイングにも配慮して整備する。 

 

⑤ はじめの 100 か月の育ちの環境整備と幼児教育・保育の推進 

妊娠・出産・子育てにおける孤独・孤立防止を図るとともに、子育て

当事者一人ひとりのニーズに沿った支援の実現に向け、母子保健と児童

福祉、教育の連携を強化する。関係者が地域と連携・協働した「こども

の育ちを支える環境や社会の厚みを増す」ための取組を推進する。教

育・保育の質の保障に向けた職場環境の改善、こども家庭庁と文部科学
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省の連携による３要領・指針3の改定に向けた一体的な検討、こども誰で

も通園制度の実施状況の把握や効果検証を踏まえた制度改善を進める。

また、全てのこどもに等しく質の高い育ちの環境を提供するための保育

のあり方や、幼少期以降も含めた地域づくりに向けた理念や取組のあり

方について、「はじめの 100 か月の育ちビジョン」との関連も含め、検

討を深める。 

 

⑥ こどものための体験機会の提供 

家庭環境、住んでいる地域等に左右されず、こどもたちに豊かな体験

機会が確保され、一人ひとりのウェルビーイングの向上や、生きる力が

育まれるよう、意義や基本的方向性を整理しつつ、官民連携した自然・

文化芸術・職業体験等の機会の提供を拡充する。 

 

⑦ 子育てしやすく、支えのある環境づくり 

加速化プランを着実に実施するとともに、企業等との連携・協働によ

り、子育てしやすい環境づくりを進め、育児休業の取得促進や、子育て

とキャリアを両立しやすい職場環境づくりなど、関係府省庁と連携して

「共働き・共育て」を推進する。あわせて、子育て世帯向けの住環境の

整備や、様々な子育て世帯向けの経済的支援の着実な実施を通じ、安心

して結婚・出産・子育てを選択できる基盤を構築する。 

 

⑧ こどもや子育て家庭の居場所づくりの推進 

地域におけるこどもや若者の居場所づくりを推進し、地域での肯定的

体験(ＰＣＥｓ）を増やす取組を充実する。併せて、子育ての全期間を通

じ、こどもと子育て家庭の居場所づくりと相談しやすい環境を整え、課

題があっても地域で支えられる体制を推進する。 

 

⑨ 学童期の多様な学びと成長機会の保障 

「令和の日本型学校教育」の着実な推進に向け、次期学習指導要領に

向けた検討を進めるとともに、学校の基盤強化、豊かな体験の保障、相

 

3 幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領を指す。 
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談体制の充実、特定分野に特異な才能のあるこどもへの支援、放課後の

体験支援、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な取組

推進、不登校支援等を総合的に推進するなど、多様なこどもを包摂しつ

つ、「深い学び」の実現を図り、よりよい教育と成長の機会を全てのこ

どもに保障する。 

 

（２）困難な状況にあるこども達のリスク発見と、地域一体の支

援 

① こどもの視点に立った切れ目のない政策の推進 

様々なニーズを有する妊産婦・子育て家庭・こどもを、多分野の機関

等と連携・協働しつつ、包括的・継続的に支える地域全体での支援体制

を、こども家庭センターを中核として整備する。個人情報に配慮したデ

ータ連携基盤の検討を進め、困難を抱えるこどもの早期把握に取り組

む。こうした取組により、分野横断的に、逆境的小児期体験（ＡＣＥ

ｓ）のリスク因子を減少させるとともに、肯定的体験（ＰＣＥｓ）の増

加を目指す。 

 

② こどもの貧困対策・ひとり親家庭等支援の強化 

経済的に困難な状況にある家庭のこどもの育ちを保証し、可能性が十

分に発揮される環境を整備するために、教育・生活・食・就労・相談支

援を一体的に強化し、「貧困の連鎖」の断絶と自立支援を推進するとと

もに、ひとり親家庭等への包括的支援や地域資源を活かした切れ目ない

支援基盤を構築する。 

 

③ こどもの最善の利益を確保するための離婚前後の家庭への

支援 

民法等の一部を改正する法律の見直しについて周知啓発に取り組む。 

また、安全・安心な親子交流の実施を支援するとともに、離婚前後の

父母に対する養育費や親子交流の取決め支援、共同養育計画書の作成促

進や履行確保に向けた周知・調査研究を推進する。 
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④ 障害児支援とインクルージョンの推進 

保育所等、放課後児童クラブ、障害児支援等の関係者が連携しなが

ら、制度の持続可能性等も踏まえつつ、地域における障害児支援体制の

強化とインクルージョン推進のための取組を一層進める。専門的支援が

必要な医療的ケア児、聴覚障害児等を含む障害児等や発達に特性のある

こどもへの早期からの切れ目ない発達支援・家族支援等を推進する。支

援人材の育成・確保等についても取組を進める。 

 

⑤ 虐待防止対策の強化、社会的養護の充実 

「こども家庭センター」の設置促進・機能強化により、母子保健と児

童福祉分野の相談支援を一元的に対応することとし、包括的支援の中核

機能を充実させ、虐待の未然防止を図るとともに、児童相談所の相談支

援体制を強化する。また、家庭養育優先原則とパーマネンシー保障4の理

念の下、社会的養護に関する施策の充実を進める。 

 

⑥ いじめ防止対策・不登校対策の強化 

多様な学びの場や教育相談体制の整備を進めるとともに、いじめや不

登校をはじめ、こどもの悩みの背景には様々な事情が関係していること

も踏まえ、教育・福祉等の地域の関係機関が連携し、地域全体でこども

への支援を進める。 

 

⑦ こどもの自殺対策の強化 

こどもの自殺対策推進パッケージに基づき、学校内外における教育相

談体制の充実を含めた全国対応の相談環境の整備など総合的に施策を推

進する。自治体における協議会の設置促進、ＩＣＴ・ＡＩ活用の検討を

含め自殺リスクの早期発見、多角的な要因分析等を通じ、予防と支援の

一体的充実を図る。 

 

⑧ 外国人のこどもなど多様な背景を持つこどもたちへの支援 

困難な状況にあるこども・若者や、様々な文化的背景を持つこども等

 

4 永続的な家族関係をベースにした家庭という育ちの場を保障すること。 
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への支援を推進し、外国人のこどもに対する、日本語教育環境の強化等

をはじめ、どのような背景があっても地域社会に包容（インクルージョ

ン）され、社会の一員として健全に育つ環境の構築を進める。 

 

（３）若者の夢や選択を応援する政策の推進 

① 若者政策の基本設計（グランドデザイン） 

全ての若者に向けた政策について、自己の確立に向けて、自らの在り

方や周囲との関係性を模索する若者期の特徴を踏まえ、「支援」の視点

だけではない、自律性と自己肯定感や、多様な他者と関係を構築する機

会を支える視点も取り入れた政策の基本設計を行う。その上で、その具

現化に向けて、自治体によるユニバーサルな居場所づくりや関係機関が

連携した取組、地域における若者政策推進のモデル事例を創出する。 

 

② 若者たちの実情を知り、声を聴く取組の推進 

若者 10 万人の総合調査等を通じ、変化の著しい社会において若者の

多様なニーズを捉え、政策に反映するとともに、若者の審議会委員への

登用など若者の社会参画を進めるための方策を検討する。 

 

③ 困難な状況にある若者支援の推進 

①の政策の基本設計を踏まえ、民間の若者支援関係機関と行政の連携

を強化し、ヤングケアラー等の支援につながりにくく、若者や親を頼り

づらい若者等へのアプローチ体制を構築するとともに、居場所づくり

や、体験、就労支援などを切れ目なく接続した多層的・個別的な支援の

構築を推進する。 

また、「孤独・孤立対策重点計画」に基づき、こども・若者の孤独・孤

立状態の予防に向けた取組を推進する。 

 

 

④ 若者たちの希望を叶え、社会で活躍するための応援 

①の政策の基本設計を踏まえ、全ての若者が多様な生き方を選択・実

現できるよう、修学支援の取組を進めるともに、地域と連携したライフ

デザイン支援やプレコンセプションケア等の取組を推進する。若い世代
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の希望に沿った結婚支援を着実に実施する。 

 

（４）産・官・学 の総力を挙げた「こどもまんなか社会」の実現 

① 民間事業者等による質の高い子育て支援サービスの推進 

民間の質の高い子育て支援サービスの活用を促進し、認可外保育施設

における質の向上や安全で質の高いベビーシッターの利用促進、放課後

の居場所の多様化など企業等の活力を活かした子育て支援を進め、仕事

と子育ての両立支援を強力に進める。 

 

② 「こどもとともに成長する企業構想」等の推進 

こどもまんなかの発想に基づき、関係省庁や金融機関等とも連携しつ

つ、企業が「こどもまんなか」という社会的価値と企業価値の向上に一

体的に取り組めるよう支援と環境整備を行う「こどもとともに成長する

企業構想」を強力に推進する。 

 

   ③ 地方自治体と民間団体との連携を通じた地域におけるこど

もまんなかの推進等 

「こどもとともに成長する企業構想」の推進と一体的に、地方自治体

が、様々な民間団体と連携し、そのノウハウや活動の柔軟性を活かしつ

つ、地域の実情を踏まえて行う子育て支援や若者支援を推進する。国・

地方・民間団体が参画する「官民連携プラットフォーム」の取組を通じ

て、民間団体の活動を巡る課題解決を図る。 

 

④ 研究機関等と連携した、こども関連研究の推進 

研究機関・研究者との連携強化も含めたこどもに関する研究機能・体

制の抜本的強化を図る。これにより、外部の研究機関・研究者等との連

携等により深度ある研究機能を確保し、こどものウェルビーイング等の

実現に向けた客観的なデータと科学的根拠に基づく政策形成（いわゆる

ＥＢＰＭ）を更に推進しつつ、予算要求・編成作業と一体となってこど

も施策の継続的改善を図る。 

 

（５）「こどもまんなか」を支える基盤の確保 
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① こどもの権利の普及啓発、相談救済機関の活動推進 

こども・若者の社会参画・意見反映の取組が拡大されるための実効的

で持続的な方策について検討するとともに、経済界とも連携しつつ、こ

どもの権利の普及・啓発を図る。自治体におけるこどもの相談救済機関

の設置につきガイドラインの策定等により促進する。こども家庭庁やこ

ども家庭審議会が果たすべき司令塔機能強化の方向性についても研究を

進める。 

 

② こどもを支えるおとなたちへの支援 

保育士・幼稚園教諭等の処遇改善や公定価格の見直しを進めるととも

に、学校における働き方改革や処遇改善、指導・運営体制の充実等、教

師を取り巻く環境整備を一体的に推進する。また、養成課程や研修につ

いて見直しを行い、保育士等や教師の専門性の向上を図る。こども政策

ＤＸを通じ、利便性向上と事務負担軽減、支援の質の確保・向上等を図

る。 

 上記の取組をはじめ、専門職の育成・確保の取組を進めるととも

に、専門職に限らず、保護者や地域団体、企業等こどもを支えるおとな

への知識周知と地域連携を進め、こどもや子育て家庭がウェルビーイン

グで生活を送ることができる環境を整備する。 

 

③ こども施策や子育て支援策等の広報啓発の推進 

こども施策の効果を高めるため、「伝わる」広報への転換を図り、オ

ウンドメディアやＳＮＳ等を活用した発信強化、誤情報対策や意見聴取

を通じ、効果的な情報発信を推進する。 

 

④ 人口減少を踏まえた地方の子育て環境推進に向けた検討 

地域の実情に応じ、施設やサービスの多機能化の取組の推進等により

子育て環境を確保するとともに、支援の担い手の定着を推進する。 

 

⑤ 子育ての地域間格差の解消 

全国的な施策の充実・横展開を進めるとともに、地域の実情を踏ま

え、財政力の低い地方公共団体のこども施策を重点的に支援する。 
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⑥ 地方自治体の負担軽減 

国と地方、官民が連携し、手続や内容の簡素化や補助金統合、こども

政策ＤＸの活用を進め、利用者や事業者、地方自治体の負担を軽減し、

地域の実情に即した分かりやすく持続可能な施策運営を推進。 

 

⑦ こども施策の評価・検証とこども予算の「ぜんぶ見える

化」 

こども大綱の数値目標等に基づく評価・検証を進め、施策のＰＤＣＡ

サイクルを着実に推進する。 

こども予算の全体像を、分かりやすく、深度ある全面的な情報公開を

進めることで国民理解と信頼を確保する。 

 

Ⅲ 中長期的課題とさらなる取組 

こどもまんなか社会の実現には、こども家庭庁のリーダーシップの下、自治

体や民間企業や関係各府省庁を巻き込み、こどもの最善の利益を追求する体制

が必要。 

こどもの意見聴取・反映の在り方を含め、司令塔機能の在り方を検討すると

ともに、こどもを取り巻く環境や影響を継続的に把握するため専門的知見を活

用した調査研究機能の強化に向けて検討する。 


